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【論文要旨】
自国ファースト主義が主張される現在の世界経済の安定には何が必要か。その答えを，藤丸
（2018）では国際公共財に求めた。現在の国際公共財には覇権国である米国の国益が色濃く出てい
る。しかし新興国の登場や米国の衰退に伴い国際秩序は変わりつつあるのであり，国際公共財を再
構築することで，覇権国が供給するのではなく地域独自の政治経済的協力体制を築いていくべきだ
と主張した。それを受け，本論文では将来的な国際公共財，国際経済秩序を考えるにあたり，新国
際経済秩序（New International Economic OrderNIEO）の歴史とその理念の導入を主張すると
共に，そのような理念を実現できるような国際公共財の再構築が可能な地域として東アジア地域を
位置付ける。続いて 2 章では，NIEO の理念と現代における必要性について論じ，3 章では東アジ
ア地域の経済発展の歴史と地域協力の現状を整理することで，NIEO の理念も織り込んだ国際公共
財が再構築できる可能性が当地域にあることを主張する。
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1 藤丸（2018）では，国際的に共有されている国際政治経済体制を安定的に保つための様々な制度・枠組みの
ことを国際公共財として定義している［藤丸，2018207］。具体例としては平和の維持，国際通貨システム，
IMF，WTO，G20などを指す。藤丸（2018）では近年の国際公共財には覇権国の国益が強く出ているが，
新興国の経済成長を受け，現在の国際秩序に変化が予期されている中，国際公共財は再考を迫られていると
主張している。
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第 4 章．おわりに
第章．はじめに
自国ファースト主義が主張される現在の世界経済の安定には，国際公共財の再構築が必要である
ことを，藤丸（2018)1 で論じた。そこでは，◯現在の国際公共財には覇権国である米国の国益が
色濃く出ていること，◯新興国の登場や米国の衰退に伴い国際秩序は変わりつつあること，◯それ
に伴い国際公共財を再構築し，覇権国が供給するのではなく地域独自の政治経済的協力体制を築い
ていくべきことを主張した。時の覇権国が供給した国際公共財ではなく，地域独自の利害も含めた
国際公共財が必要とされているのである。
それを受け，本論文では将来的な国際公共財，国際経済秩序を考えるにあたり，2 章で新国際経
済秩序（New International Economic OrderNIEO）の歴史とその理念の導入を主張すると共に，
そのような理念を実現できる国際公共財の再構築が可能な地域として東アジア地域を位置付ける。
NIEO の導入を必要とする理由としては，長い間覇権国の供給する国際公共財から政治・経済的利
益を十分享受できなかった第三世界の NIEO 樹立宣言までの歩みは，公正な国際公共財の設計に
おいて不可欠だからである。3 章では東アジア地域を取り扱う。東アジア地域は，1960年代から
90年代にかけ，従属論や「中心―周辺」理論では説明できない成長を遂げ，現在では世界の成長
センターとして注目されるまでになった。当地域は将来的に国際秩序を変えてゆく可能性が大き
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2 ソイサ（1979）はこの体制を，先進諸国の人々が年間一人当たり3100ドルの所得を得るのに対し，世界人口
のうち10億を占める最貧層の人々はたった105ドルの所得しか得られないような，経済秩序であると述べ
る。同時にその秩序下では途上諸国の所得の75をもたらす原材料の価格は，先進工業諸国からの需要によ
って決定され，価格決定へ十分に参加できないことをはじめとする様々な理由から，貧困国から富裕国への
実物資源の不正な移転がもたらされた。さらに，そのような秩序の重要な特徴として多国籍企業の存在が挙
げられ，彼らは投資と工業技術を望む途上諸国に対し，しばしば不平等な協定を強制するのだという［ソイ
サ，19792526］。
3 以下，1973年 9 月 5 日から 9 日にかけてアルジェで行われた第 4 回非同盟諸国首脳会議の「経済宣言」「
発展途上世界の経済情勢」より引用。
「表面的に発展途上諸国の課題に注意をむけるだけで，自分たちの利益のために現在の秩序を永続させよう
とする大多数の先進国の願望は，進歩をめざすわれわれのあらゆる企図を事実上無効にしてきた。このため
『第一次［国連開発の］10年』は失敗し，第 3 回 UNCTAD の勧告は十分に実施されず，『第二次［国連開発
の］10年』の最初の 3 年間も満足のいく結果はえられていないということは，国際開発戦略の諸目標の達成
を危機にさらしている」［岡倉・土生，1979123］。
い。よってこの章では，東アジア地域の経済発展の歴史と地域協力の現状を整理し NIEO の理念
を織り込んだ国際公共財の再構築の可能性が当地域にあることを主張する。
第章．NIEO の理念とその現代的必要性
第節．NIEO までの過程とその理念
「新」国際経済秩序が宣言される前の「旧」国際秩序とは，開発途上国から見れば，先進諸国が
主要な決定権を握る不公平な体制であった2。しかし，戦後旧植民地が独立することで，一国一票
制度を取る国連の場において，途上国の発言は重要性を増してきた。その結果，国連で経済秩序の
改革を求める要請が出てきたのである［岡山，1979238］。
1964年にはジュネーブで，不公平な経済秩序による北の先進国と南の途上国との経済格差問
題，南北問題を検討するため，国連貿易開発会議（United Nations Conference on Trade and De-
velopmentUNCTAD）の第 1 回総会が行われた。その討議資料として，R. プレビッシュ初代事
務局長により作成された『新しい貿易政策を求めて』，通称「プレビッシュ報告」は，一次産品の
輸出の低迷と交易条件の悪化により，工業化をはじめとする開発途上国の開発が行き詰っているこ
とを述べ，その解決には経済構造の異なる開発途上国と先進諸国が抱える格差を解消することが必
要だと主張した［プレビッシュ，1964］。しかしこの UNCTAD 第 1 回総会が開かれて以来，第三
世界の先進国に対する不満は顕在化していたが，先進国に対して政治的な力を持たない第三世界の
国々は，不満を表す以上のことはできず，南北問題の解決は先延ばしされる一方であった3。
このような状況を変えたのが，1973年10月に始まる石油危機である。これにより，石油輸出国
機構（Organization of the Petroleum Exporting CountriesOPEC）を中心とした途上諸国の力は
先進国に政策転換させるほどのものということが明らかになった［岡倉・土生，1979123］。そ
の後1974年 4 月，国連資源特別総会が開かれ，NIEO の樹立宣言とその行動計画は採択された。
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さらに同年12月には国連総会で「国家間の経済的権利義務憲章」が採択され，NIEO は樹立に向け
て模索されていったのである［同上書244］。
NIEO の中身は，多くの国の植民地支配からの独立，先進国と途上国との間の経済的格差，並び
に70年代の経済危機の結果認識された国際社会の相互依存関係を背景に，国家間の公正・平等や
経済格差の是正を求めると同時に，次世代のための平和や正義に則った経済社会発展を促進させる
ことを目的とするものである。その原則は諸国家の主権の平等，全国民の自決，力による領土取得
の不承認，領土の不可分および他国の内政不干渉を筆頭に，世界的な経済的不平等の解消に全世界
が取り組むことや，経済問題に対する取り組みへの平等な参加，あらゆる国の天然資源や全経済活
動に対する恒久主権の権利などを記述したものである。思想的な源泉としては，かつての1955年
のバンドン会議での平和十原則や，プレビッシュによって発達させられた「中心国―周辺国」
（Center-Periphery）理論および「従属」（dependencia）理論が挙げられる［西川，197913］。内
容としては貿易に関するものを中心に，国際通貨制度や融資に関するもの，工業化や技術移転，途
上国同士の協力促進などである。具体的には資源の恒久主権と途上国からの輸出品に対する公正な
価格の要求，食糧生産の増進と安定的な食糧輸入のための措置，先進国市場アクセスの改善や緩衝
在庫の確立などを通した交易条件の改善，インフレーションの影響の緩和，債務再交渉，先進国か
らの融資や技術移転，多国籍企業への規制，途上国間の協力促進，石油危機によって最も深刻な影
響を受けている開発途上国（Most Seriously AŠected CountriesMSAC）への緊急措置などを求
めるものである。
その土台には，今日の国際経済状況が国内的努力を超えるものだという認識，非植民地時代以降
の過去の歴史的事実，第二次世界大戦後の国内的・国際的開発努力の成果に対する失望やいらだち
が見て取れる［瀬藤，197995］。実際，宣言や行動計画には「現存する不平等」「不公平の固定
化」などといった言葉が現れており，その是正を繰り返し求めている。西川（1979）はこのよう
な点を鑑み，NIEO は第三世界の低開発状態は近代化論がいうような自然的な経済の遅れではな
く，先進国の経済支配によるものであり，それを改めなければ発展が不可能だという考えを示した
ものと解釈している［西川，19799］。NIEO とは，従来の，先進国中心の市場メカニズムを基
にした経済秩序を変革し，途上国の権利が織り込まれた平等・公正な新しい秩序を作ろうとする試
みだったのである。
第節．NIEO 理念の衰退と国際貿易体制の変遷
外交的に勝利を収めた NIEO であったが，その現実的な成果は乏しく，勢いを失ってゆく。Na-
tions（1981）は，石油危機が第三世界の経済的利害の複雑化を促し，開発途上国を各国の利益の
対立を生み出す経済ブロックへと再編成したと指摘する［Nations, 1981］。石油価格高騰により，
石油を大きく消費する産業を中核にしている開発計画が停滞したことで，開発途上国間で成長率が
低い国と高い国の二極分解が生じ「南南問題」を生じさせたのである。また，食料不足を解消させ
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4 世界貿易機関（International Trade OrganizationITO）が正式に発効した時点でそれに含まれる予定であ
ったため，当初はあくまで暫定的なものであった。
るための「緑の革命」も石油価格高騰の影響を受け，食料の収穫減という結果を招いた。さらにス
タグフレーションによる失業といった先進国への影響が，途上国への援助縮小という形で跳ね返
り，国際的な連帯感が失われつつあったのである［岡山，1979244］。
Amin（1987）によれば，NIEO は多国籍企業にとって，彼らのコントロール下での生産プロセ
スの断片的な再配置を通した，第三世界からの天然資源や安価な労働力から更なる利益を得るため
の問題にすぎなかった［Amin, 1987152］。この戦略は“re-deployment”といい，世界銀行や
IMF などほかの中心部の資本主義的支配者による国際機関からの積極的なサポートを受け，自由
貿易地域の形での飛び領地の増加を新秩序であると偽った［Ibid.153］のである。Amin は，
NIEO を世界資本主義が途上国を一方的に組み込む新過程であるととらえたのであり，途上国の自
力更生という本来の意味の NIEO が成功したとは考えていない。
このように，第三世界は各自の利害の相違により団結を維持することができず，また自らの民族
資本を育てることができず，経済的自立を得たとは言い難い結果になったのである。そしてこれか
ら示すように，現代の貿易体制においてもなお，NIEO の理念は顧みられないままである。確かに
後述するように，1948年の GATT の暫定4 的発効当初の貿易ルールに比べれば，1979年の東京ラ
ウンド終了以後は権利を得たといえよう。しかし1986年から1995年にかけ交渉されたウルグアイ
・ラウンドと WTO 設立を経て，途上国の裁量は広がるどころか狭まる一方であり，その貿易
ルールは先進国すら蝕んでいるのである。
. GATT 体制と「特別かつ異なる待遇」の受容
第二次世界大戦後に独立した開発途上国の増加に伴い，過去の植民地支配の責任として，貿易に
おける特別待遇が先進国に向けて要求された［高瀬，199584］。このような要求に対処するため，
1965年に「貿易と開発」と称する第 4 部が GATT 協定に追加されるが，この第 4 部は主にガイド
ラインを定めたにすぎず，法的拘束力はなかった［川島，2009311］。そのため，開発途上国は
その後の UNCTAD の中で特恵待遇要求を強めていく。その第 1 回会議では一般特恵関税制度
（Generalized System of PreferencesGSP）の導入が提案される。それは GATT の基本原則であ
る最恵国待遇（most-favoured-nation treatmentMFN）に反するため，1970年代の先進国の GSP
導入初期は一時的ウェーバー（協定上の義務免除，第25条 5 項）を獲得し，暫定的に MFN に対
する整合性を確保していた。これは制度としての安定性に欠いており，開発途上国側は GSP の法
的基礎を GATT に導入することを主張した。そのような要求が東京ラウンドで「授権条項」とい
う形で実現し，これにより MFN の例外として「特別かつ異なる待遇」（special and diŠerential
treatment）を正当化する法的根拠を与えたのである［箭内，200760］。
この授権条項（Enabling Clause）とは，主に◯非相互主義かつ無差別原則に基づいた先進国市
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場に対する途上国の特恵的な市場アクセス，◯途上国間での特恵的な地域的な取極の創設における
より広範な柔軟性，◯後発開発途上国に対する特別の待遇から構成されるものである。いずれも
GATT 第 1 条の最恵国待遇原則からの逸脱を許容するものである［川島，2009311］。
GATT 時代には，途上国はこのように国連の場や東京ラウンドを通じ，自身に対する「特別か
つ異なる待遇」を認めさせてきた。GATT 創設以降から東京ラウンドまでは，GSP を認めさせる
ことが途上国の GATT 体制への主な要求であり，それは少しずつだが取り入れられていった。
. ウルグアイ・ラウンドと途上国
1986年からは，先進国での保護主義の動き，モノからサービスや知的財産権への貿易構造の変
化や，アメリカの一方的措置といった GATT 体制を不安定化させる問題に取り組むため，ウルグ
アイ・ラウンドが開始された。これを境に東京ラウンドから始まっていた非関税措置（non-tariŠ
measuresNTM）に関する議論が飛躍的に拡大してゆく。
ウルグアイ・ラウンドでは関税削減の他に，サービス貿易の自由化，知的財産権など幅広い分野
にわたり交渉が行われ，通商ルールの強化が図られ，本来 GATT の規律の対象ではなかった分野
にまで，国際ルールの適用範囲が拡大した［箭内，200768］。先進国が物品の貿易の自由化だけ
でなくサービス貿易や知的財産権保護に対する規律の導入を求める一方で，途上国はこれらに抵抗
し，むしろ先進国の農産品や繊維製品市場の開放を求めた。最終的に両者間で先進国がこれらの市
場を開放する代価として，途上国がサービス貿易や知的財産権保護に対する規律を受け入れ，物品
貿易，サービス貿易および知的財産権保護の 3 つの柱全てについて，先進国・途上国問わず一括受
諾するという合意が成立し，シングル・アンダーテーキング方式が採用された。その結果1995年に
はこれらを柱とする WTO が発足する［川島，2009312］。この意思決定方法では従来の物品の貿
易に関する交渉の他に，新たに規律対象となった分野に対する協定も一括受託するかしないかの選
択が迫られる。これを受け，開発途上国は準備を経ずにそれらの義務を一括受託せざるをえない状
況にあった。ウルグアイ・ラウンドでの合意を受諾しなければ，WTO への参加も拒否することに
なり，それは国際貿易体制の枠外に置かれることを意味する。貿易を通じた開発のためには，ウル
グアイ・ラウンド合意を一括受諾する以外の選択肢はなかったのである［箭内，200770］。
WTO 創設にあたり，司法化の促進も途上国に大きな影響を与えた。従来 GATT のもとでは紛
争解決手続きにおいて，パネル報告が協定違反を判定しても，当事国を含めたすべての加盟国が同
意しないとそれは効力を有することはなかった（コンセンサス方式）。しかし WTO の下ではすべ
てのメンバーがパネルや上級委員会報告の採択に反対しない限り，その報告は有効となり，紛争解
決機関（Dispute Settlement bodyDSB）によって採択されるという，ネガティブ・コンセンサ
ス方式を取っている。そのため，紛争が生じたとき，パネルの設置や上級委員会での採択，対抗措
置の承認などの紛争解決手続きは自動的に進行するため，その結果を各国が受け入れることとなる
［中川，2013第 5 章］。そして「特定の措置が WTO 違反とされた加盟国は，その措置自体を修
――
5 WTO の紛争解決に関するパンフレットによれば，1995年から2000年の間で94件，2009年から2014年の間
で300件，パネルに案件が提出されている。
World Trade Organization (2015) ``WTO Dispute Settlement: Resolving trade disputes between WTO mem-
bers'' 20th anniversary brochures.
https://www.wto.org/english/thewto_e/20y_e/dispute_brochure20y_e.pdf
6 ただし，近年は TRIPs 協定に関して，後発開発途上国が第66条をもとに経過期間を延長しており，実情に
対応しつつある面もある。
LDC に対する経過期間は，2005年11月に2013年 7 月まで延長することが認められた。
https://www.jpo.go.jp/torikumi/kokusai/kokusai2/wto_trips_giron.htm
また，2013年 6 月には，経過期間は2021年 7 月まで延長された。
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url＝/torikumi/kokusai/kokusai2/ipcoop_asia-paciˆc13.htm
正・撤回するか，貿易制裁を受け入れるか，賠償するかという選択を迫られる」［箭内，2007
72］。これにより，表向きは開発途上国も先進国を相手に紛争解決手段に訴える機会を得た。ただ
し，内実が伴っているかは甚だ疑問である。WTO 発足後の DSB の利用件数が増える中5 で，開発
途上国の措置が訴えられるケースも出てきており，DSB は「開発途上国に対して WTO 協定の履
行能力の向上を図るよう圧力をかけられるルートともなっている」［同上書72］。さらに，仮に
先進国との紛争で判決に勝ったとしても，政治的経済的パワーの小さい途上国が，先進国に対し制
裁を下すことは現実的ではなく，司法権の強化は途上国にとって不利となっている。
. S&D の変化
ここでは GATT 体制から WTO 体制に至るまでの，特別かつ異なる待遇の変化に焦点を当て，
GATT から WTO に至るまでに，途上国が受ける具体的な措置の変遷を明らかにする。
前述のように，貿易ルールにおける特別待遇は1950～60年代の GATT 交渉の中から，南の懸命
な努力により発展してきた。70年代までの S&D は自国市場を保護し，先進国輸出市場にアクセス
するための途上国の権利を意味しており，南が従来から主張してきた北との構造的な経済格差を反
映するものであった［吾郷，20033132］。GATT 第18条 4 項では，開発途上国が他の条項から
一時的に逸脱することを認めており（4 項 a），輸入制限や幼稚産業保護が認められている（第18
条 B および第18条 A・C）。最恵国待遇の面では，この協定に規定されていない例外的な場合
に，この協定により課せられる義務を免除することができるとしている（第25条 5 項）。関税交渉
では，低開発国の事情を鑑みて交渉を行わなければならない旨が記載されている（第28条 2・3
項）。さらに，1965年には「貿易と開発」という第 4 部が追加されている。70年代までは，少なく
とも特別待遇の主張は権利としては承認・確立していたのである［同上書32］。しかし，ウルグ
アイ・ラウンド以降，S&D の質に変化が生じる。
この表を見ると，特に物品貿易以外の部分で，S&D が体制を整備するまでの期間に関する優遇
措置・もしくはその整備のための支援となっていることがわかる。期間が延長されたとはいえ，途
上国の経済的問題は構造的な問題であり，時間の問題ではない。南北間の格差は経過期間程度6 で
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7 インドネシアは1996年，外国自動車メーカーに対抗するためにティモール社に優遇措置を与え，インドネシ
ア産の国民車を製造する際に，60以上のインドネシア製部品使用というローカルコンテントを達成すれ
ば，部品輸入については関税を免除し，さらに完成した国民車については通常35の奢侈税を免除するとい
う優遇措置も導入が予定されていた。
この計画では税免除という経済的インセンティブを与えることでローカルコンテントの達成を促進してお
り，法的義務が課せられた強制的なものではない。しかし，輸入部品を国産部品より不利に扱っていること
に変わりはなく，パネル審議により TRIMs 協定第 2 条違反が認定された［川島，2009314316］。
表 GATT・WTO 協定での，物品・サービス・知的財産権における S&D の内容
出所川島（2009）pp.312318を参考に筆者作成。
追いつけるほどのものではないし，自由化の圧力は常に作用している［吾郷，200335］。そのた
め，開発途上国が自立的な発展を遂げることは，WTO 下でなおさら難しくなっているのである。
特に WTO 発足後，強制的なローカルコンテント要求のみならず，税免除等のインセンティブ
に基づくローカルコンテント要求も禁止対象となったことは，途上国の開発において大きな影響を
持つ。川島（2009）はこれにまつわる紛争事例である「インドネシア国民車計画事件7」を挙げ，
「WTO 協定は途上国が開発を促進するために用いることのできる政策の範囲に一定の制限を加え
ていると理解されている（政策空間の縮小）」と述べる。ローカルコンテント要求の禁止は途上国
資本を育成するための政策，すなわち産業政策の禁止であり，途上国の自立的な経済活動の足かせ
となっている。
このような S&D の後退の背景には，前述の途上国の団結が成り立たなくなったこと，そして経
分野 S&Dの内容
物品貿易 ・数量制限と関税においては、途J:国に相互主義を期待しないことが明記されている (GATT第 4部
第 36条 8項）。
• 最恵国待遇においては、授権条項により途上国に対してのみ GSPが認められている（授権条項第
1条）。
・内国民待遇では、貿易に関連する投資措置に関する協定 (Agreementon Ti、ade・Related
Investment Measures : TRIMs協定）により 、ローカルコンテント要求禁止に伴い、経過期間とし
て先進国より長い期岡 （開発途上国は 5年、後発開発途上国は 7年）があるのみである (TRIMs協
定第 5条 2項）。
・補助金に関しては、補助金協定により 、付屈書に規定された開発途上加盟国以外の開発途上国は、
条件付きで 8年間の免除が認められている（第 27条 2項および 3項）。
サービス 第 19条により漸進的な自由化を途上国に対して求めることとなっている（第 19条 2項および 3
資易 項）。
知的財産 知的財産権保設に関しては、知的財産権の貿易関連の側面に関する協定(Agreementon Trade-Related 
権保護 Aspects of Intelectual Property Rights TRIPS協定）により、ローカルコンテント要求の禁止同様、
経過期間の設協 (TRIPS協定第 65条 1項および 2項）（途上国には 1+4年、後発開発途上国には 1+10
年）が規定されている。また、先進国からの技術支援や資金協力の規定も設けられる（第 67条）
――
8 例えば EU 離脱に関しては2016年 7 月28日日本経済新聞朝刊27ページにおいて，
遠藤乾が「EU は生き残れるか 中 やせ細る中間層対策急務」において，イギリスの EU 離脱という主張
の一つの要因として，グローバル化や欧州統合から経済的恩恵を受けられなかった人々の意識があると指摘
している。
また，トランプ大統領への高支持に関しては2016年10月23日朝日新聞朝刊 2 ページ，「（分断大国 米大統領
選）『それでもトランプ』置き去りにされた人々の『最後の手段』」において，ラスト・ベルトと呼ばれる経
済的に衰退した地域の人々の，ワシントンのエリートたちに対する不満が取り上げられている。記事のイン
タビューでは，そのような不満がトランプ大統領の高支持につながったことが見て取れる。
済思想の転換が指摘されている。1980年代の途上国ではアメリカやヨーロッパの大学院で経済学
教育を受けた官僚が多数出現し，途上国で新自由主義的な政策を実行してゆく［吾郷，2003
34］。さらに80年代に多くの途上国が直面した累積債務問題は，市場メカニズムを歪める市場介入
的な政策に起因とするとされ，IMF・世界銀行の新自由主義的な構造調整が行われた。さらに東
アジア地域の国内を保護しつつ輸出主導型の経済成長を遂げたことが，同等な条件に基づく「公正
貿易」の要求につながった［小林，2005309］。1980年代の新古典派ネオ・リベラリズムの台頭
により，NIEO の理念は逆転され，ウルグアイ・ラウンドから WTO に至る段階でそれは頂点に達
したのである［吾郷，200031］。NIEO の理念は途上国間での利害の複雑化，そして経済的イデ
オロギーの変化により，次第に失われていったのである。
第節．NIEO 理念の現代的必要性と展望
現代では自由貿易をめぐる問題は南北問題という枠を超え，世界規模の問題となっている。
2016年のイギリスの EU 離脱や，トランプ大統領が主張する「アメリカ・ファースト」への高い
支持の背景には，世界的な民主主義の機能不全により，一国の福祉が軽んじられていることが，そ
の要因として挙げられている8。トッド（2011）は世界的に広がる経済思想である「自由貿易」と
いうイデオロギーが，民主主義の機能不全の原因の 1 つであると見ている。グローバル化の中
で，一国政府の政策が思った通りの効果を上げられなくなっているのである。このような自由貿易
と国内政策との摩擦はロドリック（2013）が「グローバリゼーション・パラドクス」という語で
指摘したものであり，自由貿易を求めるがゆえに，一国の政策の裁量が狭くなることを指す。ロド
リック（2013）は，グローバリゼーションは社会が探求する目的を達するための手段であるべき
で，国内の慣行が貿易により脅かされる場合は，必要に応じて国境の壁を厚くすることも認められ
るべきだと主張する［ロドリック，2013277］。同時に近年ではブランコ・ミラノヴィッチが
「エレファントカーブ」を提唱し，新興国の所得は増えたが，先進国の中でも中間層の所得の伸び
が停滞し，一方で先進国の上位層の所得は伸び続けていることを指摘している［ミラノヴィッチ，
20171 章］。近年でも途上国の開発問題は重要な問題であり続けているが，先進国の中でも裁量
の余地の縮小や所得分布の二極化が進み，国内の福祉が軽んじられている。「内政不干渉」「不平等
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の一掃」といった NIEO の理念は，途上国だけでなく世界的に扱うべき概念になっている。
これは NIEO 時代にもすでに喜多村（1978）により指摘されており，喜多村によれば NIEO は
先進国・途上国が共に求めるものであり，北側が抱える自由貿易と国内経済との摩擦という問題に
対する回答でもあるという。喜多村（1978）によれば先進国は GATT に従い自由貿易を指向して
いるように見えるが，実際には，北側も南側と同様自由市場の決定に抵抗している。よって「北側
先進国の実際の行動と南側開発途上国の要求との間に，一般に考えられているほどの大きな距離は
ない」［喜多村，197850］というのである。
NIEO は樹立宣言で終わり，80年代には後退の一途をたどってしまった。しかしその必要性はこ
のようにますます高まっている。堀中（1990）は NIEO を，産油国を中心とした新しい国際経済
秩序を部分的であるが実現させた点において評価し，またそれは戦後の国際秩序を変える第一歩で
あると認識している［堀中，1990140］。また，第三世界を構成する国々は，その権力構造・性
格は流動的であるとはいえ，帝国主義諸国に反対する性格を持つ国として出現しており，内部に反
帝国主義的要素を包括しているため，これら諸国が従来の国際経済秩序と異なる国際経済関係を形
成する可能性を持っているという［同上稿141］。それゆえ NIEO 樹立宣言は失敗に終わってし
まったのではなく，発展途上諸国の自立や国際経済関係の改革への努力は続けられ，それが一定の
成果を収める方向に向かう可能性は大きいとみている。NIEO 樹立宣言を出した第三世界の国々の
中で，現在経済成長を遂げる国も出てきており，G7 は G20に拡大した。パックス・アメリカーナ
が揺らぐ中，また WTO の交渉が難航する中，地域ごとの貿易交渉が盛んになっている。その動
きの中に，NIEO の理念も実現する新たな秩序形成の可能性を見出せるのではないだろうか。特に
東アジア地域は，1960年代から90年代にかけ，従属論や「中心―周辺」理論では説明できない成
長を遂げ，現在でも成長を続けている。東アジアの新興国の存在感は高まっており，この地域が従
来の国際経済秩序とは異なる秩序を作ってゆく可能性があるのではないだろうか。
第章．戦後国際経済秩序からの自立と東アジア経済統合
第節．東アジアの発展とアジア通貨危機
東アジアの発展に注目が集まり始めたのは1970年代からである。70年代の世界経済の混乱期に
おいても，工業製品の輸出を伸ばす第三世界の国々が現れたのである。OECD は1979年のレポー
トの中でそれらの国を新興工業諸国（Newly Industrialising EconomiesNICs）と呼び，注目し
た。石油危機後の不況下にもかかわらず世界市場への輸出を伸ばすこれらの国々は，国際経済論に
とって重大な課題を提起した［平川，19924］。なぜなら，従来はなぜ第三世界が停滞するのか
を課題としていたが，これを受け，なぜ NICs は成長するのかが問題となったからである。しか
も，成長の有無のみならず，世界貿易の停滞局面で工業製品を輸出し成長するという成長の形態
も，新しいものであった。
ところが1980年代に入ると，成長がアジア NICs のみに限定される。これを機に東アジア・モデ
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9 アジアでのこのような成長を説明するための理論として赤松要の「雁行形態論」が主張された。しかし現代
のアジアの貿易構造や発展の型の違い（輸入代替か輸出主導か）との整合性という点において課題を抱えて
いる［平川，20169］［小林，2003］。
ルが注目を浴び，NICs から新興工業経済地域（Newly Industrializing EconomiesNIEs）へと呼
称が変化する。アジア NIEs（韓国・台湾・香港・シンガポール）を中心に，輸出主導型の成長が
続いていたが，このような成長は1985年のプラザ合意によるドル安円高の影響を受け，日本企業
による直接投資を通じ，先発 ASEAN 諸国へも広がってゆく。90年代に入ると成長は中国，ベト
ナム，カンボジアなど後発 ASEAN の国へと広がり，現代では中国がアジアの成長の中心となっ
ている［平川，2016]9。
アジア NIEs の共通点としては輸出主導型の工業化戦略という点が挙げられる。輸出をすること
で国内市場の限界を乗り越え，また資本・技術・マーケティング能力を持たないという欠点も補う
ために，外資による輸出促進策を取らざるを得なかったのである［平川，200342］。
このような輸出主導型の工業化戦略は成功を収める。1960年代から70年代の労働集約的産業は
アジア NIEs の場合，日米資本，それも中堅の中小企業を含む多国籍企業の国際的生産活動と関連
していた［平川，199330］。彼らの投資の多くは輸出を目的とするものであった。その背景に
は，労働集約的産業において日本国内の賃金上昇を受け，安価な労働力を東アジアに求めたこと，
台湾の高雄輸出加工区の設置など，受入環境の整備の存在，そして近い将来先進国が特恵関税を第
三世界に供給する見通しができたことが挙げられている。このような背景を受け先進国が投資を行
うことで，現地企業への国際的委託生産，下請け生産の利用が当初から見られた［同上書30］。
1960年代から70年代にかけては日米先進国企業の活動に伴い，他社ブランド生産（Original Eq-
uipment ManufacturerOEM）や下請け生産といった現地民族企業の利用・育成という波及効果
が起きていた。そこには，日米資本の競争や，日本の産業構造の変化が深くかかわっていたのであ
る［同上書32］。
70年代に入ると，アジア NIEs では重化学工業化，産業構造の高度化が各国政府により推進さ
れ，インフラストラクチャーの整備と鉄鋼，原子力，石油化学，造船などへ重点的に投資が行われ
た［同上書32］。これらの重化学工業化は石油危機の不況下にありながらも成功する。この成功
には，アジア NIEs の努力に加え，先進国からの資本財，技術，資金の集中的な移転が重要な要素
であった。世界的不況と先進国の産業構造転換が，鉄鋼や造船といった古典的重化学工業を比較劣
位化させた。このことが，これらの産業の生き残りのために海外進出を推進させ，それを先進各国
政府も後押ししたのである［平川，20034244］。
80年代後半には電子機器産業や精密機械産業が急速に発展する。これは半導体中心の電子技術
の急速な発展が同産業を激しい競争へと導き，技術集約的・資本集約的な生産工程がアジア NIEs
に移転することとなったからである［同上書4244］。80年代に入っても堅調な成長を続けるア
ジア NIEs であったが，特に1985年のプラザ合意以降の円高を契機に，アメリカ市場や日本市場に
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浸透してゆく。また低石油価格や国際金融市場での低金利が重なり，さらに高成長を続けてゆく。
アジア NIEs 企業による海外直接投資も急増し，輸出工業製品の技術水準も高まる［平川，1993
34］。
その背景にはアジア NIEs の引き続き行われた主体的努力もあったが，技術移転の国際的メカニ
ズム（「技術漏出メカニズム」）があった［同上書36］。多国籍企業が活動する当時の世界市場は，
低成長，不確実性の増大，急速な技術変化，主要先進国市場での保護主義の高揚が渦巻いていた。
これを受け，多国籍企業は需要中心から費用中心（コストカット）の戦略へと移行していく。多国
籍企業がこのような戦略を取る中，アジア NIEs もこの戦略に組み込まれることで，一定の技術水
準に達したアジア NIEs の現地企業への技術移転を現実化させたのである［同上書37］。
以上のように，世界経済の構造が変化していく中での，先進国企業の戦略とアジア NIEs 側の政
策が合致したために，アジア NIEs は60年代から90年代にかけ，非欧米諸国の中で唯一成長を遂げ
ることが可能となったのである。
この成長については，理論的には新古典派経済学，リビジョニストと呼ばれる人々，そして世界
銀行などでその要因について見解が分かれる［小林，2003134135］。新古典派は，東アジアの
経済成長の説明を市場メカニズムの作用によるものだとしている。限られた政府の介入が「価格の
歪み」を限定的なものとし，それが比較優位に沿った効率的な資源配分につながり，高成長を記録
したという主張である。しかし，実際には香港を除く東アジアの国々では多くの規制や政府介入が
なされており，成長に対する政府の役割もとりわけ1980年代後半から注目される。
また，新古典派の中でも政府の役割を評価する人々は，東アジアの政府は単に自由化を実施した
だけでなく，規制から生じる歪みを様々な介入により相殺し，結果として効率的な資源配分が行わ
れたのだと主張している。新古典派がリビジョニストと呼ぶ人々は，政府が介入することで資源配
分過程を運営してきたことが，市場メカニズムがもたらすものとは異なる投資水準・投資構成を導
き，それが成長につながったのだとしている。この両者は新古典派と比べ，政府の資源配分への介
入を肯定的に認識している。
世界銀行は1993年に発行されたレポート，The East Asian Miracle において，様々な角度から成
長要因を分析した。その要点は◯マクロ経済の安定，◯人材の育成，◯間接金融制度の充実，◯外
国技術の導入，◯農業の新興，◯公平な成長を促進するための組織の創設，◯市場介入政策，◯コ
ンテスト，◯貿易の促進と外資導入，◯開発独裁にまとめられる［白鳥，2009］。この中でも市場
介入政策については新古典派的な考えが反映されており，特定産業政策は他の途上国には有望とは
いえず，また政策金融は高いリスクを伴うと否定的である［世界銀行，1994338342］。当時の
世銀は新古典派の考えが根強く，当レポートのドラフトに対し多くの修正が加えられたため，内容
にはいくつか矛盾が生じている［同上書391397］［白鳥，20093233］。世界市場の動きを政
策によりうまく取り入れたという特徴を持つ東アジアの成長は，それゆえ市場か，国家かという議
論を活発化させた。しかし1980年代から90年代にかけて顕著であった，このようなイデオロギー
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的対立は，すでに過去のものとなっており，現在は途上国開発における政府の役割の重要性はその
実践を通じて認識されている［大野，201336］。
東アジアは実体経済が上述のように順調に推移する中で，いくつかの国で対外経済面に若干の懸
念事項を抱えつつあった。1994年以降，タイ，インドネシア，韓国，マレーシア，フィリピン，
香港で経常赤字を出しつつあり，中でもタイは GDP 比 8近くの経常赤字を抱えており，マレー
シアは94年，95年に 8～10程の高水準の赤字を計上していた。このように，ASEAN 4 諸国など
で，拡大傾向のあった経常収支赤字が，90年代半ばから一部の国でやや悪化する傾向にあった。
この経常赤字は外国からの資金流入で賄われ，この流入形態が，80年代から90年代で変化してい
たのである［荒巻，199969］。
そのような中，アジア通貨危機が発生する。1996年にはバーツ売り増大によるバーツ安が進行
し，1997年 1 月にはバーツは大きな売り投機の対象となる。また，ファイナンス・カンパニー全
体の財務内容の悪化が報道されたことにより，金融機関から大量の預金流出が発生する。タイ政府
は事態の鎮静化を図るも，預金流出は続き，1997年 5 月，大規模なバーツ売り投機にさらされる
のである。これに対しタイ中央銀行は直物と先物の両市場におけるバーツ買い・ドル売り介入で対
抗し，投機攻勢を一応防ぐが，外貨準備の多くを失い，同年 7 月 2 日，バーツの実質的切り下げ
を行うと共に，IMF に資金支援を要請するのである［同上書7879］。同時期，為替市場で大量
の投機攻撃を受けたタイが，それまでのドルペッグ制から変動相場制に移行し，バーツがドルに対
し大幅に下落した。こうして起こったタイの通貨危機は，同様の問題を抱えていると思われたマ
レーシア，インドネシア，フィリピンなど ASEAN 諸国に波及し，それは韓国にも及び，ロシ
ア，ブラジルへと広がっていく。これら諸国の景気は悪化し，倒産・失業が増加し，治安も悪化し
ていった［白鳥，200926］。
この危機に対応するため，IMF と日本が中心となり，タイに172億ドル，インドネシアに230億
ドル，韓国に350億ドルもの金融支援が行われ，その条件として各種の経済構造改革（コンディシ
ョナリティ）が要求された。にもかかわらず，資本流出・為替レートの減価は続き，1998年半ば
に底をつくまで，景気悪化は続いたのである［同上書26］。
. 危機の要因―急激な資本移動と IMF コンディショナリティ
危機の要因として，東アジア諸国の外部からのショックに対する脆弱性要因が，世界銀行の『東
アジア再生の途』にて指摘されている。それは◯高収益の投資先を求める民間資本，特に短期資本
がこれらの国々に急速に利用可能となったこと，◯各国が採用したマクロ経済政策により，資本流
入が信用ブームを加速させたこと，◯自由化されたばかりの金融市場が十分な規制を欠いたまま急
速に拡大したことである［世界銀行，2000716］。また，それと共に「アジア型発展モデル」に
問題があるという批判も上がった。そして政府介入・輸出主導型で共通するこのモデルの有効性は
終わったとし，アジア諸国は金融改革を迫られた。しかし後の，1998年のロシア危機を経ると，
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10 ただしタイの経常収支赤字は GDP 比 8で，他のアジア諸国と比較すると若干高めではある［白鳥，2009
29］。
「ヘッジファンド元凶説」も唱えられた。これは米国のヘッジファンドである LTCM が破綻する
中で勢力を得た認識で，アジア危機は国際的な投機資本によりもたらされたのであり，短期資本の
規制こそ解決策の要であるというものである［毛利，2001229231］。
危機の原因に関して，アジア諸国の経済運営にも問題がないとは言えないが，東アジア諸国の構
造的なマクロ経済の不均衡は見られず，また財政もほぼ均衡しており，健全な経済運営は行われて
いた10［白鳥，200929］。アジア諸国が肥大化した投機資本に翻弄された面は強いといえよう。
加えて，毛利（2001）の指摘するように，金融・資本の自由化を推進してきた国際機関が，なぜ
それらの自由化の前提として必要な規制や監督，適切な順序付けを行なえなかったのか，という疑
問が残る［毛利，2001240］。
さらに危機を悪化させた要因として，IMF のコンディショナリティが挙げられており，白鳥
（2009）はその特徴を 2 つに分けて論じている［同上書2930］。
◯マクロ経済安定化に対するもの
これは IMF に伝統的なものである。これまで危機といえば多くの場合，国内のインフレ率の高
さや財政赤字に由来する貿易収支の赤字を是正するために通貨の切り下げや財政・金融の引き締め
が必要とされた。しかし1997年の東アジアには前述のように，構造的なマクロ経済の不均衡は見
られず，貯蓄率は30程度，投資率は40程度と極めて高く，財政はほぼ均衡，インフレ率も 5～
6ほどで，経常収支赤字も GDP 比 3～4と大きくなかった。従来の危機とアジア通貨危機は条
件が異なるのであり，それにもかかわらず伝統的なコンディショナリティを要求したことが事態を
悪化させたという主張されている。
◯構造改革のためのコンディショナリティ
IMF は危機の根幹が金融制度の脆弱性にあるとし，金融機関に対し規制・監督の強化，自己資
本比率の引き上げ，問題金融機関の閉鎖などを要求した。しかし，預金者保護措置がない中での金
融機関の閉鎖は金融部門をさらに弱体化させることとなった。また，規制の強化は信用引き締めに
つながり，景気悪化をもたらした。さらに IMF は金融部門の脆弱性は企業部門のガバナンスの欠
如にあるとし，国内の独占体制の解体，政府と企業の透明性の改善などを要求した。こうした改革
は必要であるとしても，政治的・社会的影響を考慮すべきであったという。
この厳しいコンディショナリティは，投資家に達成が不可能と見られ資金引き上げを促してしま
った。また IMF はインドネシアに対し1998年 3 月までに燃料に対する補助金の廃止を要求した。
これにより石油などのエネルギー料金は引き上げられ，98年のジャカルタでの暴動，スハルト政
権の崩壊にまで結びつくのである。財政・金融引き締めでなく，景気刺激策を取っていれば，これ
らの社会的コストは少なくて済んだのではないかと白鳥（2009）はいう［同上書30］。
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11 アジア通貨危機における金融支援には IMF の他に世銀，アジア開発銀行，および日本を中心とする主要先
進国やアジアの周辺国が参加したが，米国はタイの支援には参加せず，インドネシア，韓国に対しても「第
二線の拠出約束」しかしなかった［白鳥，200933］。
同時にこれらコンディショナリティの問題だけでなく，その正統性にも疑問が持たれている。こ
のようなコンディショナリティの中身を左右するのは，IMF の割当金のためか，ウォール街＝米
財務省＝IMF 複合体の影響か 1 セントも拠出しない米国であった［小林，200976]11。このよう
な不合理な IMF のコンディショナリティはアジアの金融協力，やがて経済協力に繋がってゆく。
. アジア通貨危機とパックス・アメリカーナ
この危機を世界経済の枠組みの中で起こったものとしてとらえると，この危機は衰退するパック
ス・アメリカーナ体制の中で米国が国益を，当時の国際公共財を通じて追求しようとした中で起こ
ったものともとらえられる。アジア金融危機時の世界経済の状況について，毛利（2001）は以下 4
つを挙げている［毛利，2001233235］。
◯アメリカや国際機関が推進するグローバル市場経済化，特に金融グローバル化の波に各国が飲
み込まれた。アジア諸国の多くは1990年前後に IMF8 条国となり貿易や投資収益の送金などの経
常取引規制を廃止し，また相前後して金融自由化を進める一方，米英などの金融先進国が持つよう
な規制・監督制度を築くゆとりを持たなかった。
◯1985年のプラザ合意以降，円高ドル安の中，日本やアジア NIEs からの直接投資によるアジア
経済圏の進展の中，中国が世界市場に参入した。このことにより，ASEAN 諸国の競争力を弱め
た。労働集約的産業での輸出競争は激化し，直接投資が中国にシフトした。そのため，ASEAN は
経常収支の赤字を日欧からの銀行融資，アメリカからの証券投資に依存することとなった。
◯アメリカの情報通信や金融，サービス産業の優位と持続的成長と日本のバブル崩壊による，日
米の競争力の再逆転により，1995年より起こった円安ドル高。これによりドルペッグ制を採用し
ていたアジア諸国の競争力が低下した。
◯国際マネーフローの「新帝国循環」形成。アメリカは経常収支の赤字を資本の流入によって埋
めようとしていた。1995年のルービン財務長官は「ドル高はアメリカの国益」であることを強調
し，米国対外経済政策の軸を通商から金融にシフトさせ，資本流入の増大を後押しした。このドル
高を背景に日本のみならず，マレーシア，インド，中国などアジア諸国を米国債投資や株式市場に
呼び込んだ。これによりニューヨーク株式市場ダウ平均株価は1994年3790ドル（年平均）から97
年には7400ドル，99年 4 月には 1 万ドルにまで押し上げられた。これに沸き立ったアメリカの銀
行・投資ファンドは，その利益の一部をアジア，中南米，ロシア，東欧などのエマージング・マー
ケットに還流し，「新帝国循環」を形成した。
アジア通貨危機は，アジア諸国の経済運営の不手際と，国際資本移動の肥大化，もっといえば衰
退するパックス・アメリカーナ体制の中で，アメリカが基軸通貨や国際機関などの国際公共財を通
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じ自身の国益を実現させようとした結果が結びついて生まれたものだといえる。
第節．通貨危機以降の経済協力
アジア通貨危機において，アジア太平洋経済協力（Asia-Paciˆc Economic CooperationAPEC）
は，経済の安定化を図ることができなかった。同年1997年に開かれた APEC 閣僚会議は有効な手
立てを打ち出せず，また米国はメキシコの危機に比べて消極的であった。そのため東アジアの
APEC への期待はしぼむこととなる［西澤，200685］。前述のようなコンディショナリティ付き
の IMF の支援の存在もあり，タイはマレーシアとインドネシアの賛同を得て東アジアの共同基金
作りを日本に提案する。そして，日本の大蔵省は支援国会合の直後からアジア版 IMF であるアジ
ア通貨基金（Asian Monetary FundAMF）の具体化に動き出したのである。しかし，組織，機
能などの面で IMF と競合する事，また IMF と異なるコンディショナリティを付ければモラル・
ハザードを起こすという，米国の反対によりそれは頓挫した［同上稿85］。
米国や既存の国際機関に頼ることができない中，1998年10月に，日本による「新宮沢構想」が
発表される。これは実体経済回復に向けた中長期の資金支援として150億ドル，貿易金融の円滑化
など短期の資金需要の備えとして150億ドル，合計300億ドルの資金支援スキームである。この提
案により，日本は東アジア諸国の信頼を勝ち取ったのである［小林，200977］。同年12月には
ASEAN 首脳会議に再び日中韓の首脳が招待され，以後，ASEAN＋3 首脳会議を定例化すること
で合意する。日中韓が ASEAN に協力するという東アジアの新しい枠組みが，ここで誕生するの
である。この枠組みは，東アジアの地域協力に以後重要な役割を果たしてゆく。2000年 5 月には
チェンマイで開かれた ASEAN＋3 財務相会議で，通貨危機に備える域内協力体制としてチェンマ
イ・イニシアティブ（Chiang Mai InitiativeCMI）が合意される。これは1977年に合意された
ASEAN 通貨スワップ協定（ASEAN Swap ArrangementASA）を 5 ヵ国から10ヵ国に拡大する
と共に，日中韓をネットワークに含めることとしたものであり，通貨危機の予防と拡大防止のため
のセーフティネット構築の先駆けである［清水，20133］。この通貨金融協力をきっかけに，東
アジアの地域経済協力は着実に展開してゆくこととなる。
2005年の一連の ASEAN 首脳会議の際には，初の東アジア首脳会議（East Asia SummitEAS）
が開催される。広域 FTA に関しても，2006年に第 2 回 EAS で，16ヵ国による東アジア包括的経
済連携（Comprehensive Economic Partnership in East AsiaCEPEA）構想の検討を行うことに
合意する。その他の FTA や経済連携協定も急速に展開し，東アジアでは地域経済協力が重層的・
多層的に展開することになり当地域の経済協力の特徴となってゆく［清水，20135］。
また，東アジアの経済協力の特徴としては，その中心が ASEAN であることも特徴的である。
ASEAN は1987年からの集団的外資依存輸出志向工業化の側面を有しており，発展のための資本
や市場，資金の確保を常に域外から必要としている。そのため東アジアを含め広域の経済協力を求
める。ASEAN は，ASEAN 外相会議，ASEAN＋3 会議，EAS，ASEAN 地域フォーラム（ASE-
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12 グローバル化，グローバリゼーションがいつから始まったのかについては議論の余地があるが，ここでは議
論しない。ここでのグローバル化は金融面での自由化・規制緩和という意味でのグローバル化を主に指して
いると考えられ，その意味においては1990年代にグローバル化が進んだといえる。
AN Regional ForumARF）など，東アジアでの交渉の場を ASEAN が提供し，率先して経済協
力を実現させてきた。ASEAN を巡る FTA 構築競争も，これらの会議の場において主に行われて
きた。また，前述の CMI のように ASEAN 域内経済協力のルールが東アジアへ拡大していること
も重要である［清水，20135］。
第節．世界金融危機以降の経済協力
2008年 9 月15日，全米第三位の投資銀行リーマンブラザーズが破綻し，世界金融危機が起こ
る。この危機の要因はサブ・プライムローンの焦げ付きなどが挙げられているが，金融規制緩和と
自由化がもたらした過剰流動性，アメリカの経常収支赤字の垂れ流しとそれと対照的であるアジア
諸国の過剰貯蓄とアメリカ市場への依存（グローバル・インバランス）が根本の要因として指摘さ
れている。そのため2008年の金融危機は世界経済の構造転換を迫るものとして認識されている。
佐々木（2010）はこの危機は，国際公共財供給システムの再構築の重要性を示すものだと考え
ている［佐々木，2010序章］。今回の危機はグローバル化がもたらしたものである。そのグロー
バル化12 は1990年代にはじまり，国際的相互依存を深化・拡大させ，それぞれの国家による公共
財供給，つまり中央銀行と財務当局によるマクロ経済政策だけでは経済の安定化が困難であること
を明確にした。今回の危機もグローバルに展開しており，主要国の中央銀行間の国際協調が行われ
た。つまり，国際公共財は 1 国だけでは供給できないことを示している。また，今回の危機に対
する協力の過程では，G7 ではなく G20が必要とされた。覇権国だけが協調するのでは，世界経済
を安定化させることが不可能になっているのである。つまり，世界金融危機は国際公共財を誰がど
のように供給するのかという問題を世界に突き付けたのである。貿易面に限れば，ドーハ開発アジ
ェンダの交渉が停滞しているため，現在 WTO を通じ全世界的な貿易自由化・経済管理を進める
ことは困難である。そのため ASEAN や東アジアのような，地域による貿易自由化・経済管理が
より不可避となってきているのである［清水，20135］。
. 金融危機後の東アジア地域協力―アメリカ
2008年の金融危機を受け，東アジアにおいてはアメリカやヨーロッパのような域外需要の確保
だけでなく，域内需要に基づいた発展の支援が強く求められている。東アジアは他の地域よりいち
早く危機から回復し現在の世界経済における主要な生産基地・中間財市場となっている。また，成
長による所得上昇と巨大な人口により主要な最終消費財市場となってきており，東アジア域外と
FTA を構築するだけでなく，域内での貿易自由化や円滑化が必要とされている［清水，201419］。
一方アメリカは過剰消費と金融的蓄積に基づく内需型成長からの転換が迫られ，輸出を重要な成
――
長の手段とし，2010年 1 月には輸出倍増計画を打ち出し，その後環太平洋パートナーシップ協定
（Trans-Paciˆc Strategic Economic Partnership AgreementTPP）への参加を表明する。1990年
代や21世紀初頭のアメリカの対アジア政策は APEC，ARF，ASEAN＋6 による間接的で緩やかな
地域協力による関与であったが，世界金融危機を経て，自国の国益のために TPP の「例外なき関
税障壁・非関税障壁撤廃」を関係国に迫った［羽場，201251］。また，TPP は長期にわたるア
メリカ・アジア太平洋地域の国々の戦略に基づいている。APEC から2006年の FTAAP 提案まで
の動きが，オバマ政権下の TPP 推進へと繋がっているのである［宇都宮，2014122］。このよう
なアメリカのアジア関与は，アジアの地域統合に大きな影響を与えてゆく。2010年11月には
APEC でアジア太平洋自由貿易圏（Free Trade Area of the Asia-PaciˆcFTAAP）への道筋とし
て TPP，ASEAN＋3（EAFTA），ASEAN＋6（CEPEA）の 3 つがあることに合意した。当時唯
一交渉が進められていたのが TPP であったためその重要性は大きくなった［清水，201420］。
. 金融危機後の東アジア地域協力―日米中 ASEAN
TPP がその存在感を増す中で，中国の東アジア地域経済協力に対する政策も変化してくる。
2011年 8 月には ASEAN＋6 経済相会議において，日中が共同提案を行い，日本が推す CEPEA と
中国が推す EAFTA を区別なく進めると合意した。また日中韓の FTA も産官学交渉が2011年に
終了し，進められることとなった［同上稿20］。
そして近年では当地域における大国の動きとして，日中ではなく米中での覇権争いの見方も出て
きている。しかし，東アジアの国際関係の特徴として「米中以外の諸国」の力と影響力の相対的な
強さが指摘されており，従来アメリカがパックス・アメリカーナ体制を敷いたような，超大国一強
の状況ではない［菊池，2015］。それはこの地域に大国が一方的に敷くような国際公共財ではな
く，新しい国際公共財が供給される可能性を示唆する。さらに，菊池（2015）は「その他の諸国」
の重要性を説く。米中ともにアジアにおいては他の諸国と関係を強化することが重要である。実
際，特に米中共に ASEAN との関係強化を図りつつあり，「そうした大国の ASEAN への関心と支
持調達の動きこそが，ASEAN が米中を含む大国との交渉力を強化できる背景にある」のである
［同上稿85］。このような，従来の大国中心のパワーバランスとは異なる動きについては清水
（2014）も指摘している。AEC と ASEAN＋1FTA が扱う内容とほぼ重なるため，東アジア地域包
括的経済連携（Regional Comprehensive Economic PartnershipRCEP）は ASEAN のルールが
東アジアに拡大する例であるといわれており，日米中の思惑に影響を受けつつも，大国ではなく小
国が主導していることが指摘されている［清水，201424］。
ここまでの東アジア地域の経済協力の流れを見ると，アジアの世界経済におけるプレゼンスが高
まっていく中で，大国だけでなく小国の思惑も入り混じりながら，経済協力の枠組みが複雑に入り
組んでいることが分かる。それをパックス・アメリカーナ体制内部の動きととらえれば，それから
自立しようとする取り組みと，体制を維持しようとするアメリカの動きととらえることもできよ
――
13 WORLD BANK GROUP (2018)'' Broad-Based Upturn, but for How Long?'' Global Economic Prospects
JANUARY 2018.
https://openknowledge.worldbank.org/bitstream/handle/10986/28932/9781464811630.pdf
う。この先どの経済協力が実現し，力を持っていくかが，当地域がパックス・アメリカーナから自
立するかしないかに大きな影響を与えるだろう。もちろん自立までの歩みは長いものになることは
確実であるが，地域に根付いた新しい国際公共財が供給される可能性は，地域経済協力という形を
とって東アジアに存在していると考えられる。宇都宮（2014）は TPP と RCEP は起源と発展過
程の違いに着目し「アメリカの戦略の下，経済のグローバリゼーションに直結する TPP と，過度
なグローバリゼーションがもたらす負の側面を和らげる意味で発達した RCEP とした位置付ける
ことができる」［宇都宮，2014131］としている。グローバリゼーション下における発展，そし
てグローバリゼーションからの負の側面である通貨危機を両方経験し，その教訓を織り込みなが
ら，地域に根付いた協力体制を，東アジアは創出しつつあるのである。このような取り組みを，こ
れからの国際公共財供給における一つの可能性として認識してもよいのではないだろうか。
第章．おわりに
本論文では，国際公共財の再構築という面から，かつての国際経済秩序の変革の試みであった
NIEO の理念と現在を検討することで，その理念は時代に埋もれながらも現在ますます必要とされ
ていることを明らかにし，今後の国際公共財に不可欠な要素であることを明らかにした。そしてそ
のような国際公共財が実現できる可能性のある場として，東アジア地域経済協力を位置づけた。
東アジア地域経済協力の，国際公共財としての更なる可能性として，東アジアには，その地域協
力から由来する東アジア共同体構想が存在する。しかし現在は，その動きは停滞しているといわ
れ，その理由としては，日中韓の間の歴史認識の相違や，アメリカの東アジア経済協力などへの関
与，日中間のライバル意識などが挙げられている［谷口，201331］。
東アジア共同体の動きは鈍いが，近年中国がアジアインフラ投資銀行（Asian Infrastructure In-
vestment BankAIIB）を設立した。この意義について凌（2016）は開発途上国主導の国際金融
機関が誕生したことや，アメリカ利益本位の既存の国際金融システムの変革を促進する点において
評価している［凌，201616章］。さらに，現覇権国であるアメリカのトランプ大統領の動きが従
来のアメリカの動きから予測できないこともあり，東アジア地域，あるいは世界レベルでの国際公
共財は，この先どのような形をとるかは不明瞭である。本論文ではこれらの動きに言及できず，ま
た一つ一つの国際関係の主体について詳細に分析できなかった。東アジア共同体や，中国の AIIB
や一帯一路構想，今後のアメリカが国際公共財にもたらす影響などは今後の課題である。
また，世界経済の安定というテーマを追求するならば，グローバル化と格差の問題にも触れねば
ならない。現在世界経済は約 3の成長が予測されている13 一方で，世界で生み出された富の82
――
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15 経済成長―所得分布―民主主義の関連性の解明については，南ほか（2000）などの研究がなされている。
16 所得分布と経済格差を語る上では「クズネッツ仮説」が有名だが，世界銀行（1994）が指摘するように東ア
ジアの成長は比較的格差を生まない成長を遂げており，クズネッツ仮説に反しており，興味深い。
は，最も豊かな 1の人々の手に渡ったともいわれている14。また，英国 EU 離脱や「アメリカ・
ファースト」の支持の裏には，経済的格差が指摘され，その格差の原因にグローバル化が指摘され
ている。グローバル化は格差とどう関連するのか，それは一国の政治にどう影響するのかという問
題にも取り組まねばならない15。経済成長と格差の問題を考える上でも東アジア地域は興味深い位
置付けをされており16，そのような面で東アジア地域を研究することにも意義があるはずである。
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